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(57)【要約】
　室外機の梱包装置は、冷凍サイクル装置を構成する室
外機の梱包装置であって、室外機が載置される下部緩衝
材と、下部緩衝材の側面と底面とを覆い、外側に掛けら
れるバンド部材によって室外機が載置された下部緩衝材
を覆う状態が維持される下部段ボール材と、を備え、下
部緩衝材は、室外機が下部緩衝材に載置された状態で、
室外機の脚部の下方に配置されているものである。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　冷凍サイクル装置を構成する室外機の梱包装置であって、
　室外機が載置される下部緩衝材と、
　前記下部緩衝材の側面と底面とを覆い、外側に掛けられるバンド部材によって室外機が
載置された前記下部緩衝材を覆う状態が維持される下部段ボール材と、
を備え、
　前記下部緩衝材は、
　室外機が前記下部緩衝材に載置された状態で、室外機の脚部の下方に配置されている室
外機の梱包装置。
【請求項２】
　前記下部緩衝材には、
　溝状の凹部が形成されており、
　室外機が前記下部緩衝材に載置された状態で、室外機の脚部が前記凹部内に配置される
請求項１に記載の室外機の梱包装置。
【請求項３】
　前記凹部内において、前記下部緩衝材の上面部は、
　室外機が前記下部緩衝材に載置された状態で、室外機の脚部と当接する請求項２に記載
の室外機の梱包装置。
【請求項４】
　前記下部緩衝材は、
　前記凹部内において、前記下部緩衝材の底面から上面まで第１距離を有する下段部と、
　前記凹部内において、前記下部緩衝材の底面から上面まで前記第１距離よりも大きい第
２距離を有する上段部と、
を有し、
　前記下段部は、
　前記凹部の延びる方向の両端部に形成されており、
　前記上段部は、
　両端部に形成された前記下段部の間に形成されている請求項２又は３に記載の室外機の
梱包装置。
【請求項５】
　室外機が前記下部緩衝材に載置された状態で、
　前記上段部は、室外機の脚部と当接し、
　前記下段部は、室外機の脚部の先端部との間に空間を形成する請求項４に記載の室外機
の梱包装置。
【請求項６】
　前記上段部の上面を構成する上段面部と、
　前記下段部の上面を構成する下段面部と、
を有し、
　室外機の脚部が室外機の筐体に取り付けられる長尺状の支持部と、前記支持部の先端部
に設けられた固定部とを有する場合に、
　前記上段面部と前記下段面部との間の段差を形成する段差部が、前記支持部の下方に配
置されるように形成されている請求項４又は５に記載の室外機の梱包装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、冷凍サイクル装置を構成する室外機の梱包に用いられる室外機の梱包装置に
関するものである。
【背景技術】
【０００２】
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　従来、冷凍サイクル装置の室外機を保管し、あるいは、輸送する際には、室外機は梱包
装置で梱包される。この梱包装置は、室外機の天面部を覆う上部段ボール材と、上部段ボ
ール材と室外機の天面部との間に配置される上部緩衝材とを有する。また、梱包装置は、
室外機の底部を覆う下部段ボール材と、下部段ボール材と室外機の底部との間に配置され
る下部緩衝材とを有する。従来、下部緩衝材は、室外機の底部に取り付けられた状態にお
いて、脚の先端部の下方には下部緩衝材の壁が無い構造となっている（例えば、特許文献
１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００６－１５７６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１の梱包装置の場合、梱包装置の下部ダンボールにバンド部材をかけた際、脚
の先端部の下方、すなわち下部緩衝材の肉がない部分にバンド部材がかかると、下部ダン
ボールがバンド部材に対抗できず、下部ダンボールを破損させてしまう場合がある。この
場合、バンド部材から下部段ボールの破損を防ぐために、バンド部材が係る位置を脚部よ
りも外側の下部緩衝材がある位置に移動させることが考えられる。しかし、バンド部材が
下部段ボールから外れる恐れがあるために、バンド部材の位置を脚部よりも外側の下部緩
衝材がある位置に移動させることはできない。また、バンド部材から下部段ボールの破損
を防ぐために、バンド部材の締める強さを弱くすることが考えられる。しかし、バンド部
材の締める強さを弱くしても、バンド部材が外れる懸念がある。
【０００５】
　本発明は、上記のような課題を解決するためのもので、バンド部材の位置移動、あるい
は、バンド部材の締める強さを変えることなく、下部ダンボールを破損させない室外機の
梱包部材を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の室外機の梱包装置は、冷凍サイクル装置を構成する室外機の梱包装置であって
、室外機が載置される下部緩衝材と、下部緩衝材の側面と底面とを覆い、外側に掛けられ
るバンド部材によって室外機が載置された下部緩衝材を覆う状態が維持される下部段ボー
ル材と、を備え、下部緩衝材は、室外機が下部緩衝材に載置された状態で、室外機の脚部
の下方に配置されているものである。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明に係る室外機の梱包装置は、室外機が載置される下部緩衝材と、下部緩衝材の側
面と底面とを覆い、外側に掛けられるバンド部材によって室外機が載置された下部緩衝材
を覆う状態が維持される下部段ボール材とを有する。そして、下部緩衝材は、室外機が下
部緩衝材に載置された状態で、室外機の脚部の下方に配置されている。そのため、梱包装
置は、バンド部材が室外機の脚部の外側の位置にかかったとしても、下部緩衝材が下部段
ボール越しにバンド部材を受けることができる。その結果、梱包装置は、バンド部材が室
外機の脚部の外側の位置にかかったとしても、下部ダンボールを破損させることはない。
すなわち、梱包装置は、上記構成を有することで、バンド部材から下部段ボールの破損を
防ぐために、バンド部材の位置を移動させる必要がなく、また、バンド部材の締める強さ
を変える必要もない。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明の実施の形態１に係る梱包装置の斜視図である。
【図２】図１の梱包装置の分解斜視図である。



(4) JP WO2020/157911 A1 2020.8.6

10

20

30

40

50

【図３】図１の室外機の背面斜視図である。
【図４】図１の室外機の正面斜視図である。
【図５】図２の右下部緩衝材及び左下部緩衝材の斜視図である。
【図６】図５の凹部におけるＢ１部の拡大図である。
【図７】図６の凹部において、Ｘ軸方向に見た場合の上段部の断面図である。
【図８】本発明の実施の形態１に係る梱包装置において、右下部緩衝材及び左下部緩衝材
を、下部段ボール材に配置した斜視図である。
【図９】本発明の実施の形態１に係る梱包装置内における、右下部緩衝材及び左下部緩衝
材と、室外機の脚部との配置を説明する概念図である。
【図１０】本発明の実施の形態１に係る梱包装置において、右下部緩衝材及び左下部緩衝
材と、室外機の脚部との関係を示す斜視図である。
【図１１】図１０の脚部を拡大したＢ２部の拡大図である。
【図１２】本発明の実施の形態２に係る梱包装置の分解斜視図である。
【図１３】本発明の実施の形態２に係る梱包装置の右下部緩衝材及び左下部緩衝材の斜視
図である。
【図１４】図１３の凹部におけるＣ１部の拡大図である。
【図１５】図１４の凹部において、Ｘ軸方向に見た場合の上段部と下段部との関係を示す
断面図である。
【図１６】本発明の実施の形態２に係る梱包装置において、右下部緩衝材及び左下部緩衝
材を、下部段ボール材に配置した斜視図である。
【図１７】本発明の実施の形態２に係る梱包装置内における、右下部緩衝材及び左下部緩
衝材と、室外機の脚部との配置を説明する概念図である。
【図１８】本発明の実施の形態２に係る梱包装置において、右下部緩衝材及び左下部緩衝
材と、室外機の脚部との関係を示す斜視図である。
【図１９】図１８の脚部を拡大したＣ２部の拡大図である。
【図２０】本発明の実施の形態１に係る梱包装置の図９のＤ－Ｄ線概略断面図である。
【図２１】本発明の実施の形態２に係る梱包装置の図１７のＥ－Ｅ線概略断面図である。
【図２２】図２０における梱包装置の落下時の概略断面図である。
【図２３】図２１における梱包装置の落下時の概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、本発明の実施の形態に係る室外機１５０の梱包装置１００及び梱包装置２００に
ついて図面等を参照しながら説明する。以下の図面において、同一の符号を付したものは
、同一又はこれに相当するものであり、以下に記載する実施の形態の全文において共通す
ることとする。そして、明細書全文に表されている構成要素の形態は、あくまでも例示で
あって、明細書に記載された形態に限定するものではない。また、図面では各構成部材の
大きさの関係が実際のものとは異なる場合がある。なお、本実施の形態において、理解を
容易にするために方向を表す用語（例えば「上」、「下」、「右」、「左」、「前」、「
後」など）を適宜用いるが、これは説明のためのものであって、これらの用語は本願発明
を限定するものではない。
【００１０】
実施の形態１．
［梱包装置１００の構成］
　図１は、本発明の実施の形態１に係る梱包装置１００の斜視図である。図２は、図１の
梱包装置１００の分解斜視図である。図３は、図１の室外機１５０の背面斜視図である。
図４は、図１の室外機１５０の正面斜視図である。図１～図４を参照して梱包装置１００
の各部の構成を説明する。なお、図１以下の図面において示すＸ軸、Ｙ軸、Ｚ軸は、室外
機１５０の熱交換器１８０が配置される側を梱包装置１００の背面側とし、梱包装置１０
０を梱包装置１００の前面側から見た場合の軸方向を表すものとする。そのため、Ｘ軸は
、Ｘ１側を左、Ｘ２側を右として梱包装置１００の左右の幅方向を示す。また、Ｙ軸は、
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Ｙ１側を前側、Ｙ２側を後側として梱包装置１００の前後の奥行方向を示す。さらに、Ｚ
軸は、Ｚ１側を上、Ｚ２側を下として梱包装置１００の上下方向を示すものである。なお
、図２では、バンド部材７０の一部を省略している。
【００１１】
［梱包装置１００の被包装体］
　梱包装置１００に梱包される被包装体は、冷凍サイクル装置の室外機１５０である。冷
凍サイクル装置は、例えば、冷蔵庫あるいは冷凍庫、自動販売機、空気調和装置、冷凍装
置、給湯器などの、冷凍用途または空調用途に使用される。室外機１５０は、筐体１５５
を有する。室外機１５０の筐体１５５は、室外機１５０の外郭を構成する。筐体１５５は
、板金製であり、底面を構成する底部１５１と、底面と対向する天面を構成する天面部１
５２と、底部１５１と天面部１５２との間の側壁を形成する側壁部１５３とを有し、略直
方体形状に構成されている。
【００１２】
　室外機１５０は、熱交換器１８０と、送風機（図示は省略）と、圧縮機（図示は省略）
とを有する。熱交換器１８０は、内部を流れる冷媒と、熱交換器１８０の周りの空気との
熱交換を行い、蒸発器又は凝縮器として機能する。この熱交換器１８０は、側壁部１５３
に形成された開口部１５３ａから露出するように筐体１５５内に配置されている。この開
口部１５３ａは、室外機１５０の背面（Ｙ２）側に形成されており、熱交換器１８０は、
室外機１５０の背面（Ｙ２）側に露出している。
【００１３】
　これに対し、室外機１５０の前面（Ｙ１）側の側壁部１５３には、円形状の吹出口１５
８が形成されている。送風機によって、筐体１５５内に吸い込まれた空気は、吹出口１５
８から筐体１５５の外に吹き出される。また、室外機１５０の前面（Ｙ１）側の側壁部１
５３には、吹出口１５８を覆って送風機のプロペラファンを保護するファンガード１５６
が取り付けられている。
【００１４】
　また、室外機１５０の底部１５１には、側壁部１５３が取り付けられ、底部１５１の下
面部には、２つの脚部１５４が設けられている。脚部１５４は、室外機１５０を設置場所
に固定する際に筐体１５５の土台となる。図３及び図４に示すように、脚部１５４は、室
外機１５０の前後方向（Ｙ軸方向）に延びるように長尺に形成されており、脚部１５４の
先端は筐体１５５の前側（Ｙ１側）と背面側（Ｙ２側）とに位置している。
【００１５】
［梱包装置１００］
　梱包装置１００は、冷凍サイクル装置を構成する室外機１５０の梱包装置である。梱包
装置１００は、室外機１５０を保護するものであり、室外機１５０を物流における荷扱い
時の接触から保護する耐衝性と、室外機１５０に係る圧力から保護する耐圧性とを有する
ものである。梱包装置１００は、図１及び図２に示すように、被包装体となる室外機１５
０の底部１５１が載置される右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０と、右下部緩衝材１
０及び左下部緩衝材２０が載置される下部段ボール材３０とを有する。また、梱包装置１
００は、室外機１５０の天面部１５２に載置される上部緩衝材４０及び上部緩衝材５０と
、上部緩衝材４０及び上部緩衝材５０に載置される上部段ボール材６０とを有する。また
、梱包装置１００は、熱交換器１８０を覆うことで、物流における荷扱い時の接触から熱
交換器１８０を保護し、熱交換器１８０に係る圧力から熱交換器１８０を保護する背面梱
包材８０を有する。さらに、梱包装置１００は、下部段ボール材３０と上部段ボール材６
０の外側に掛けられるバンド部材７０を有する。
【００１６】
（右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０）
　図５は、図２の右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０の斜視図である。図２及び図５
を用いて右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０について説明する。右下部緩衝材１０及
び左下部緩衝材２０は、室外機１５０の底部１５１が載置される一対の下部緩衝材である
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。右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０は、室外機１５０の幅方向（Ｘ軸方向）に間を
空けて配置される。右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０は、発泡スチロール等の合成
樹脂材を略直方体状に成形したものである。
【００１７】
　右下部緩衝材１０は、上面部１１ａと、底面部１１ｂと、２つの側面部１１ｃと、外側
面部１１ｄと、内側面部１１ｅとを有する六面体である。上面部１１ａは、右下部緩衝材
１０の天面を構成し、底面部１１ｂは右下部緩衝材１０の底面を構成する。そして、２つ
の側面部１１ｃと、外側面部１１ｄと、内側面部１１ｅとは、右下部緩衝材１０の側壁を
構成する。なお、図２及び図５では、上面部１１ａ、底面部１１ｂ、２つの側面部１１ｃ
、外側面部１１ｄ及び内側面部１１ｅはそれぞれ、平面で構成されているように記載され
ている。しかし、上面部１１ａ、底面部１１ｂ、２つの側面部１１ｃ、外側面部１１ｄ及
び内側面部１１ｅは、平面を構成する形態に限定されるものではない。上面部１１ａ、底
面部１１ｂ、２つの側面部１１ｃ、外側面部１１ｄ及び内側面部１１ｅにはそれぞれ、凹
凸が設けられてもよい。また、壁面によって構成される角部は、面取りされていてもよい
。
【００１８】
　同様に、左下部緩衝材２０は、上面部２１ａと、底面部２１ｂと、２つの側面部２１ｃ
と、外側面部２１ｄと、内側面部２１ｅとを有する六面体である。上面部２１ａは、左下
部緩衝材２０の天面を構成し、底面部２１ｂは左下部緩衝材２０の底面を構成する。そし
て、２つの側面部２１ｃと、外側面部２１ｄと、内側面部２１ｅとは、左下部緩衝材２０
の側壁を構成する。なお、図２及び図５では、上面部２１ａ、底面部２１ｂ、２つの側面
部２１ｃ、外側面部２１ｄ及び内側面部２１ｅはそれぞれ、平面で構成されているように
記載されている。しかし、上面部２１ａ、底面部２１ｂ、２つの側面部２１ｃ、外側面部
２１ｄ及び内側面部２１ｅは、平面を構成する形態に限定されるものではない。上面部２
１ａ、底面部２１ｂ、２つの側面部２１ｃ、外側面部２１ｄ及び内側面部２１ｅにはそれ
ぞれ、凹凸が設けられてもよい。また、壁面によって構成される角部は、面取りされてい
てもよい。
【００１９】
　一対の下部緩衝材である右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０は、底板部３１に載置
された場合に、内側面部１１ｅと内側面部２１ｅとが互いに対向する。
【００２０】
　右下部緩衝材１０は、上面部１１ａに凹部１２０が形成されており、同様に、左下部緩
衝材２０は、上面部２１ａに凹部１２０が形成されている。凹部１２０は、上面部１１ａ
及び上面部２１ａから内側に凹んだ溝状に形成された部分であり、梱包装置１００の短手
方向（Ｙ軸方向）に延びるように形成されている。室外機１５０が右下部緩衝材１０及び
左下部緩衝材２０に載置された状態で、凹部１２０には、室外機１５０の底部１５１に設
けられた脚部１５４が挿入され、凹部１２０内に脚部１５４が配置される。
【００２１】
　図６は、図５の凹部１２０におけるＢ１部の拡大図である。図７は、図６の凹部１２０
において、Ｘ軸方向に見た場合の上段部１２１の断面図である。図５～図７を用いて、右
下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０に形成された凹部１２０の詳細な構成について説明
する。右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０は、凹部１２０に上段部１２１を有する。
【００２２】
　上段部１２１は、上下方向（Ｚ軸方向）において、右下部緩衝材１０の上面部１１ａと
底面部１１ｂとの間の壁の厚さよりも小さい壁の厚さで形成された部分である。同様に、
図５に示すように、上段部１２１は、上下方向（Ｚ軸方向）において、左下部緩衝材２０
の上面部２１ａと底面部２１ｂとの間の壁の厚さよりも小さい壁の厚さで形成された部分
である。なお、凹部１２０に関する以下の説明では、右下部緩衝材１０に形成された凹部
１２０について説明する。そして、右下部緩衝材１０に形成された凹部１２０と、左下部
緩衝材２０に形成された凹部１２０の構成は同じであるため、左下部緩衝材２０に形成さ
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れた凹部１２０についての説明は省略する。
【００２３】
　図７に示すように、上段部１２１において、上段部１２１の底面を構成する底面部１１
ｂと、上段部１２１の上面を構成する上段面部１２１ａとの間の壁の厚さを距離Ｔｔとす
る。上段部１２１の距離Ｔｔは、右下部緩衝材１０の上面部１１ａと底面部１１ｂとの間
の壁の厚さを距離ＴＤとした場合に、距離ＴＤよりも小さい。上段部１２１の底面部１１
ｂは、右下部緩衝材１０の底面部１１ｂであるので、上段部１２１の上段面部１２１ａと
上面部１１ａとの間に段差Ｓ１が生じている。すなわち、段差Ｓ１は、距離ＴＤから距離
Ｔｔを引いた距離を有する側壁を構成する。なお、上段面部１２１ａは、凹部１２０内に
おける右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０の上面部である。
【００２４】
　凹部１２０は、互いに対向する溝面部１２４及び上段面部１２１ａによって構成される
。なお、一方の溝面部１２４は、外側面部１１ｄに対して反対側の面であり、他方の溝面
部１２４は、内側面部１１ｅに対して反対側の面である。
【００２５】
（下部段ボール材３０）
　図１及び図２に戻り、下部段ボール材３０について説明する。下部段ボール材３０は、
右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０の底面及び側面を覆うように形成されたトレイ型
の段ボール材であり、右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０の外側に被せられるように
構成される。下部段ボール材３０は、外側に掛けられるバンド部材７０によって、室外機
１５０が載置された右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０を覆う状態が維持される。下
部段ボール材３０は、右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０が載置される平板状の底板
部３１を有する。この底板部３１は、平面視で矩形状に形成されている。
【００２６】
　下部段ボール材３０は、底板部３１の長手方向（Ｘ軸方向）の縁部に沿って立ち上がり
、底板部３１の長手方向（Ｘ軸方向）に延びるように形成された対向する２つの長辺側壁
部３２を有する。２つの長辺側壁部３２のうち、下部段ボール材３０の後方の側壁を構成
するものが第１側壁部３２ａであり、下部段ボール材３０の前方の側壁を構成するものが
第２側壁部３２ｂである。第１側壁部３２ａと第２側壁部３２ｂとは、それぞれ底板部３
１の縁部から立ち上がり、互いに対向する。なお、第２側壁部３２ｂは、室外機１５０の
熱交換器１８０が外部に露出している側の面の側壁である。
【００２７】
　また、下部段ボール材３０は、底板部３１の短手方向（Ｙ軸方向）の縁部に沿って立ち
上がり、底板部３１の短手方向（Ｙ軸方向）に延びるように形成された対向する２つの短
辺側壁部３３を有する。２つの短辺側壁部３３のうち、下部段ボール材３０の右側の側壁
を構成するものが第３側壁部３３ａであり、下部段ボール材３０の左側の側壁を構成する
ものが第４側壁部３３ｂである。第３側壁部３３ａと第４側壁部３３ｂとは、第１側壁部
３２ａと第２側壁部３２ｂとの間に形成されており、それぞれ底板部３１の縁部から立ち
上がり、互いに対向する。
【００２８】
　下部段ボール材３０は、一枚の板状の下部段ボール材３０の短辺側壁部３３と長辺側壁
部３２とを折り曲げて接続させ、下部段ボール材３０の側壁を形成することで、底板部３
１を底面とした器状に形成される。
【００２９】
（上部緩衝材４０及び上部緩衝材５０）
　上部緩衝材４０及び上部緩衝材５０は、発泡スチロール材を略直方体状に成形したもの
である。上部緩衝材４０及び上部緩衝材５０は、室外機１５０の幅方向（Ｘ軸方向）にお
いて、室外機１５０の天面部１５２の両肩に被せられる。上部緩衝材４０及び上部緩衝材
５０は、室外機１５０の天面部１５２側の形状に合致されるように、下面側にそれぞれ凹
部（図示は省略）が形成されている。上部緩衝材４０及び上部緩衝材５０は、室外機１５
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０の天面部１５２の端縁部及び角部と当接する部分を中心に肉厚に形成されている。上部
緩衝材４０及び上部緩衝材５０は、図２に示すように、天面部１５２の中央付近と対向す
る部分に切り欠き部４１及び切り欠き部５１が形成されてもよい。上部緩衝材４０及び上
部緩衝材５０に切り欠き部４１及び切り欠き部５１が形成されることで、上部緩衝材４０
及び上部緩衝材５０を構成する材料の量を削減することができる。なお、上部緩衝材４０
及び上部緩衝材５０は、別体として説明しているが、１つの部材として形成されてもよい
。
【００３０】
（上部段ボール材６０）
　上部段ボール材６０は、上部緩衝材４０及び上部緩衝材５０の上面及び側面を被うよう
に形成されたトレイ型の段ボール材であり、上部緩衝材４０及び上部緩衝材５０の外側に
被せられるように構成される。上部段ボール材６０は、上部緩衝材４０及び上部緩衝材５
０に載置される平板状の天板部６１を有する。この天板部６１は、平面視で矩形状に形成
されている。また、上部段ボール材６０は、天板部６１の長手方向（Ｘ軸方向）の縁部に
沿って、天板部６１の長手方向（Ｘ軸方向）に延びるように形成された対向する２つの長
辺側壁部６２を有する。また、上部段ボール材６０は、天板部６１の短手方向（Ｙ軸方向
）の縁部に沿って、天板部６１の短手方向（Ｙ軸方向）に延びるように形成された対向す
る２つの短辺側壁部６３を有する。上部段ボール材６０は、一枚の板状の上部段ボール材
６０の短辺側壁部６３と長辺側壁部６２とを折り曲げて接続させ、上部段ボール材６０の
側壁を形成することで、天板部６１を底面とした器状に形成されている。
【００３１】
（背面梱包材８０）
　背面梱包材８０は、室外機１５０の背面側から室外機１５０の熱交換器１８０を覆う。
図１及び図２に示すように、室外機１５０を梱包する際には、熱交換器１８０は、背面梱
包材８０によって覆われる。背面梱包材８０は、被梱包体である熱交換器１８０を外的要
因から保護するものであり、例えば、物流における荷扱い時の接触から被梱包体を保護す
る耐衝性と、被梱包体に係る圧力から被梱包体を保護する耐圧性とを有するものである。
熱交換器１８０がフィンアンドチューブ型の熱交換器である場合、熱交換器１８０は、間
隔を置いて並列に配置された複数の板状フィンと、複数の板状フィンと交差する複数の伝
熱管と、を有する。特に、板状のフィンである場合に、フィンは接触により変形しやすい
。背面梱包材８０は、熱交換器１８０を構成する板状のフィンを覆うことで、板状のフィ
ンへの接触を防止することができ、これらの変形を防ぐことができる。
【００３２】
　背面梱包材８０は、板状に形成されている。背面梱包材８０の素材は、例えば、段ボー
ル材から形成されているが、背面梱包材８０の素材は、段ボール材に限定されるものでは
なく、例えば、樹脂材等から形成されてもよい。背面梱包材８０は、室外機１５０の包装
状態において、上部が上部段ボール材６０で固定され、下部が下部段ボール材３０で固定
される。
【００３３】
（バンド部材７０）
　バンド部材７０は、室外機１５０に右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０並びに上部
緩衝材４０及び上部緩衝材５０が嵌めこまれ、それらを下部段ボール材３０及び上部段ボ
ール材６０で覆った状態を維持するためのものである。バンド部材７０は、例えば、ＰＰ
バンド（ポリプロピレンバンド）である。また、バンド部材７０は、熱交換器１８０を背
面梱包材８０で覆った状態を維持するためのものである。バンド部材７０は、下部段ボー
ル材３０及び上部段ボール材６０の外側に掛けられる。図１に示すように、２本のバンド
部材７０が室外機１５０の前後方向及び上下方向（Ｙ軸方向及びＺ軸方向）に配置されて
掛けられており、１本のバンド部材７０が幅方向及び上下方向（Ｘ軸方向及びＺ軸方向）
に配置されて掛けられている。なお、バンド部材７０は、図１に示すように、３本使用さ
れているが、使用する本数は３本に限定されるものではなく、１本又は２本でもよく、４



(9) JP WO2020/157911 A1 2020.8.6

10

20

30

40

50

本以上であってもよい。
【００３４】
［梱包作業］
　図８は、本発明の実施の形態１に係る梱包装置１００において、右下部緩衝材１０及び
左下部緩衝材２０を、下部段ボール材３０に配置した斜視図である。図９は、本発明の実
施の形態１に係る梱包装置１００内における、右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０と
、室外機１５０の脚部１５４との配置を説明する概念図である。図１、図２、図８及び図
９を用いて、梱包装置１００により室外機１５０を梱包する作業について説明する。梱包
作業者が、上記のような梱包装置１００により室外機１５０を梱包するには、組み立てら
れた下部段ボール材３０を用意し、下部段ボール材３０内に、右下部緩衝材１０及び左下
部緩衝材２０を配置する。
【００３５】
　梱包作業者は、図８に示すように、右下部緩衝材１０の底面部１１ｂを底板部３１に載
置する。右下部緩衝材１０が下部段ボール材３０に取り付けられると、右下部緩衝材１０
の側面部１１ｃは、下部段ボール材３０の長辺側壁部３２と対向する。右下部緩衝材１０
の側面部１１ｃと、下部段ボール材３０の長辺側壁部３２との間の隙間は小さい方が望ま
しく、側面部１１ｃは、長辺側壁部３２と当接していることが更に望ましい。また、右下
部緩衝材１０の外側面部１１ｄは、下部段ボール材３０の短辺側壁部３３と対向する。右
下部緩衝材１０の外側面部１１ｄと、下部段ボール材３０の短辺側壁部３３との間の隙間
は小さい方が望ましく、外側面部１１ｄは、短辺側壁部３３と当接していることが更に望
ましい。
【００３６】
　同様に、梱包作業者は、左下部緩衝材２０の底面部２１ｂを底板部３１に載置する。左
下部緩衝材２０が下部段ボール材３０に取り付けられると、左下部緩衝材２０の側面部２
１ｃは、下部段ボール材３０の長辺側壁部３２と対向する。左下部緩衝材２０の側面部２
１ｃと、下部段ボール材３０の長辺側壁部３２との間の隙間は小さい方が望ましく、側面
部２１ｃは、長辺側壁部３２と当接していることが更に望ましい。また、左下部緩衝材２
０の外側面部２１ｄは、下部段ボール材３０の短辺側壁部３３と対向する。左下部緩衝材
２０の外側面部２１ｄと、下部段ボール材３０の短辺側壁部３３との間の隙間は小さい方
が望ましく、外側面部２１ｄは、短辺側壁部３３と当接していることが更に望ましい。
【００３７】
　梱包作業者は、室外機１５０の底部１５１を右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０の
上に載置する。また、梱包作業者は、図９に示すように、室外機１５０の一対の脚部１５
４を、右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０に形成された凹部１２０にそれぞれ嵌入す
る。そして、梱包作業者は、背面梱包材８０を用いて熱交換器１８０を覆う。ついで、梱
包作業者は、室外機１５０の天面部１５２に上部緩衝材４０及び上部緩衝材５０を載置し
て、その上に上部段ボール材６０を嵌合して覆う。この際、背面梱包材８０が倒れないよ
うに、上部段ボール材６０によって、背面梱包材８０の上部が固定される。その後、下部
段ボール材３０と上部段ボール材６０との間に１つ又は複数のバンド部材７０を掛けて緊
縛し、固定すれば室外機１５０の梱包作業が終了する。なお、ここで説明した梱包作業の
順番は一例であり、各工程の順番が入れ替わってもよい。
【００３８】
　図１０は、本発明の実施の形態１に係る梱包装置１００において、右下部緩衝材１０及
び左下部緩衝材２０と、室外機１５０の脚部１５４との関係を示す斜視図である。図１１
は、図１０の脚部１５４を拡大したＢ２部の拡大図である。図１０及び図１１を用いて、
梱包装置１００における右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０と、室外機１５０の脚部
１５４との関係について更に説明する。
【００３９】
　脚部１５４は、凹部１２０を構成する対向する溝面部１２４の間に配置されている。脚
部１５４は、支持部１５４ａと固定部１５４ｂとを有する。支持部１５４ａは、筐体１５
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５を支持する部分であり、室外機１５０の底部１５１が載置される。支持部１５４ａは、
室外機１５０の底部１５１に取り付けられる。固定部１５４ｂは、支持部１５４ａの長手
方向の端部に設けられている。固定部１５４ｂは、室外機１５０を設置場所に固定する際
にボルト等の固定具が取り付けられる部分である。
【００４０】
　脚部１５４は、支持部１５４ａ及び固定部１５４ｂのいずれの部分も上段部１２１に載
置される。すなわち、脚部１５４を構成する支持部１５４ａ及び固定部１５４ｂの下方に
は、右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０が配置されている。凹部１２０内において、
右下部緩衝材１０の上段面部１２１ａは、室外機１５０が右下部緩衝材１０に載置された
状態で、室外機１５０の脚部１５４と当接する。同様に、凹部１２０内において、左下部
緩衝材２０の上段面部１２１ａは、室外機１５０が左下部緩衝材２０に載置された状態で
、室外機１５０の脚部１５４と当接する。
【００４１】
（梱包装置１００の作用効果）
　室外機１５０の梱包装置１００は、冷凍サイクル装置を構成する室外機１５０の梱包装
置であって、室外機１５０が載置される右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０を有する
。また、梱包装置１００は、右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０の側面と底面とを覆
い、外側に掛けられるバンド部材７０によって室外機１５０が載置された右下部緩衝材１
０及び左下部緩衝材２０を覆う状態が維持される下部段ボール材３０を有する。そして、
右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０は、室外機１５０が右下部緩衝材１０及び左下部
緩衝材２０に載置された状態で、室外機１５０の脚部１５４の下方に配置されている。そ
のため、梱包装置１００は、バンド部材７０が室外機１５０の脚部１５４の外側の位置に
かかったとしても、右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０が下部段ボール材３０越しに
バンド部材７０を受けることができる。その結果、梱包装置１００は、バンド部材７０が
室外機１５０の脚部１５４の外側の位置にかかったとしても、下部段ボール材３０を破損
させることはない。すなわち、梱包装置１００は、上記構成を有することで、バンド部材
７０から下部段ボール材３０の破損を防ぐために、バンド部材７０の位置を移動させる必
要がなく、また、バンド部材７０の締める強さを変える必要もない。
【００４２】
　また、右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０には、溝状の凹部１２０が形成されてお
り、室外機１５０が右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０に載置された状態で、室外機
１５０の脚部１５４が凹部１２０内に配置される。そのため、室外機１５０の脚部１５４
は、凹部１２０を構成する壁面方向への移動が規制されるため右下部緩衝材１０及び左下
部緩衝材２０によって安定して保持される。
【００４３】
　また、凹部１２０内において、右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０の上面部となる
上段面部１２１ａ及び下段面部１２２ａは、室外機１５０が右下部緩衝材１０及び左下部
緩衝材２０に載置された状態で、室外機１５０の脚部１５４と当接する。そのため、梱包
装置１００は、バンド部材７０が室外機１５０の脚部１５４の外側の位置にかかったとし
ても、右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０が下部段ボール材３０越しにバンド部材７
０を受けることができる。その結果、梱包装置１００は、バンド部材７０が室外機１５０
の脚部１５４の外側の位置にかかったとしても、下部段ボール材３０を破損させることは
ない。
【００４４】
実施の形態２．
　図１２は、本発明の実施の形態２に係る梱包装置２００の分解斜視図である。図１～図
１１の梱包装置１００と同一の構成を有する部位には同一の符号を付してその説明を省略
する。梱包装置２００は、冷凍サイクル装置を構成する室外機１５０の梱包装置である。
本発明の実施の形態２に係る梱包装置２００で特に記述しない項目については、発明の実
施の形態１に係る梱包装置１００と同様とし、同一の機能及び構成については同一の符号
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を用いて述べることとする。本発明の実施の形態２の梱包装置２００は、右下部緩衝材１
０及び左下部緩衝材２０の凹部１２０Ａの構成に特徴がある。そのため、以下の説明では
、凹部１２０Ａの構成を中心に説明する。
【００４５】
　図１３は、本発明の実施の形態２に係る梱包装置２００の右下部緩衝材１０及び左下部
緩衝材２０の斜視図である。図１４は、図１３の凹部１２０ＡにおけるＣ１部の拡大図で
ある。図１５は、図１４の凹部１２０Ａにおいて、Ｘ軸方向に見た場合の上段部１２１と
下段部１２２との関係を示す断面図である。図１３～図１５を用いて、右下部緩衝材１０
及び左下部緩衝材２０に形成された凹部１２０Ａの詳細な構成について説明する。
【００４６】
　右下部緩衝材１０は、上面部１１ａに凹部１２０Ａが形成されており、同様に、左下部
緩衝材２０は、上面部２１ａに凹部１２０Ａが形成されている。凹部１２０Ａは、上面部
１１ａ及び上面部２１ａから内側に凹んだ溝状に形成された部分であり、梱包装置２００
の短手方向（Ｙ軸方向）に延びるように形成されている。室外機１５０が右下部緩衝材１
０及び左下部緩衝材２０に載置された状態で、凹部１２０Ａには、室外機１５０の底部１
５１に設けられた脚部１５４が挿入され、凹部１２０Ａ内に脚部１５４が配置される。
【００４７】
　右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０は、凹部１２０Ａに上段部１２１と下段部１２
２とを有する。下段部１２２は、凹部１２０Ａの長手方向において、凹部１２０Ａの長手
方向の両端に形成されている。すなわち、下段部１２２は、凹部１２０Ａの延びる方向の
両端部に形成されている。そして、上段部１２１は、凹部１２０Ａの長手方向の両端にそ
れぞれ形成された２つの下段部１２２の間に形成されている。
【００４８】
　上段部１２１及び下段部１２２は、上下方向（Ｚ軸方向）において、右下部緩衝材１０
の上面部１１ａと底面部１１ｂとの間の壁の厚さよりも小さい壁の厚さで形成された部分
である。同様に、図１３及び図１４に示すように、上段部１２１及び下段部１２２は、上
下方向（Ｚ軸方向）において、左下部緩衝材２０の上面部２１ａと底面部２１ｂとの間の
壁の厚さよりも小さい壁の厚さで形成された部分である。なお、凹部１２０Ａに関する以
下の説明では、右下部緩衝材１０に形成された凹部１２０Ａについて説明する。そして、
右下部緩衝材１０に形成された凹部１２０Ａと、左下部緩衝材２０に形成された凹部１２
０Ａの基本構成は同じであるため、左下部緩衝材２０に形成された凹部１２０Ａについて
の説明は省略する。
【００４９】
　図１５に示すように、上段部１２１において、上段部１２１の底面を構成する底面部１
１ｂと、上段部１２１の上面を構成する上段面部１２１ａとの間の壁の厚さを距離Ｔｔと
する。上段部１２１の距離Ｔｔは、右下部緩衝材１０の上面部１１ａと底面部１１ｂとの
間の壁の厚さを距離ＴＤとした場合に、距離ＴＤよりも小さい。上段部１２１の底面部１
１ｂは、右下部緩衝材１０の底面部１１ｂであるので、上段部１２１の上段面部１２１ａ
と上面部１１ａとの間に段差Ｓ１が生じている。すなわち、段差Ｓ１は、距離ＴＤから距
離Ｔｔを引いた距離を有する側壁を構成する。
【００５０】
　図１５に示すように、下段部１２２において、下段部１２２の底面を構成する底面部１
１ｂと、下段部１２２の上面を構成する下段面部１２２ａとの間の壁の厚さを距離Ｔｂと
する。すなわち、右下部緩衝材１０の下段部１２２は、凹部１２０Ａ内において、右下部
緩衝材１０の底面部１１ｂから下段面部１２２ａまで距離Ｔｂを有する。下段部１２２の
距離Ｔｂは、右下部緩衝材１０の上面部１１ａと底面部１１ｂとの間の壁の厚さを距離Ｔ
Ｄとした場合に、距離ＴＤよりも小さい。下段部１２２の底面部１１ｂは、右下部緩衝材
１０の底面部１１ｂであるので、下段部１２２の下段面部１２２ａと上面部１１ａとの間
に段差Ｓ２が生じている。すなわち、段差Ｓ２は、距離ＴＤから距離Ｔｂを引いた距離を
有する側壁を構成する。この右下部緩衝材１０の下段部１２２における距離Ｔｂは、上段
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部１２１の距離Ｔｔよりも小さい。なお、右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０におい
て、距離Ｔｂは第１距離であり、距離Ｔｔは第２距離である。また、上段面部１２１ａ及
び下段面部１２２ａは、凹部１２０Ａ内における右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０
の上面部である。
【００５１】
　図１５に示すように、右下部緩衝材１０の上段部１２１は、凹部１２０Ａ内において、
上段部１２１の距離Ｔｔは、下段部１２２の距離Ｔｂよりも大きい。すなわち、距離ＴＤ
＞距離Ｔｔ＞距離Ｔｂである。右下部緩衝材１０は、上段部１２１の上段面部１２１ａと
下段部１２２の下段面部１２２ａとの間に、段差を構成する段差部１２３を有している。
したがって、下段部１２２は、上段部１２１に対して下方に凹んでいる。そして、下段部
１２２の下段面部１２２ａは、右下部緩衝材１０の側面部１１ｃと連続している。右下部
緩衝材１０は、上段面部１２１ａの仮想の延長面１２１ａ１と、下段部１２２の下段面部
１２２ａとの間に切欠部１３０が形成されている。なお、距離Ｔｂは、上段面部１２１ａ
の仮想の延長面１２１ａ１と、下段部１２２の下段面部１２２ａとの間の距離Ｔｍと同じ
大きさか小さく設定する。ただし、距離Ｔｂと距離Ｔｍとの関係は、脚部１５４の寸法と
の関係において設計事項である。
【００５２】
　段差部１２３は、底面部１１ｂに対して垂直な面を構成している。しかし、段差部１２
３の構成は当該構成に限定されるものではない。段差部１２３は、底面部１１ｂに対して
斜面で形成されてもよいし、曲面で形成されてもよい。段差部１２３が曲面で構成される
場合には、段差部１２３は、右下部緩衝材１０の上下方向（Ｚ軸方向）に弧を描くように
、上段面部１２１ａから下段面部１２２ａにかけて斜面が凹んだ状態に形成されることが
望ましい。梱包装置２００の落下時に、局所的な力を受けることなく下段部１２２が上方
向（Ｚ１方向）に撓みやすくなるからである。なお、梱包装置２００の落下と下段部１２
２との関係については後述する。
【００５３】
　凹部１２０Ａは、互いに対向する溝面部１２４、上段面部１２１ａ、段差部１２３及び
下段面部１２２ａの各面によって構成される。なお、一方の溝面部１２４は、外側面部１
１ｄに対して反対側の面であり、他方の溝面部１２４は、内側面部１１ｅに対して反対側
の面である。
【００５４】
［梱包作業］
　図１６は、本発明の実施の形態２に係る梱包装置２００において、右下部緩衝材１０及
び左下部緩衝材２０を、下部段ボール材３０に配置した斜視図である。図１７は、本発明
の実施の形態２に係る梱包装置２００内における、右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２
０と、室外機１５０の脚部１５４との配置を説明する概念図である。図１２、図１６及び
図１７を用いて、梱包装置２００により室外機１５０を梱包する作業について説明する。
梱包作業者が、上記のような梱包装置２００により室外機１５０を梱包するには、組み立
てられた下部段ボール材３０を用意し、下部段ボール材３０内に、右下部緩衝材１０及び
左下部緩衝材２０を配置する。
【００５５】
　梱包作業者は、室外機１５０の底部１５１を右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０の
上に載置する。また、梱包作業者は、図１７に示すように、室外機１５０の一対の脚部１
５４を、右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０に形成された凹部１２０Ａにそれぞれ嵌
入する。そして、梱包作業者は、背面梱包材８０を用いて熱交換器１８０を覆う。ついで
、梱包作業者は、室外機１５０の天面部１５２に上部緩衝材４０及び上部緩衝材５０を載
置して、その上に上部段ボール材６０を嵌合して覆う。この際、背面梱包材８０が倒れな
いように、上部段ボール材６０によって、背面梱包材８０の上部が固定される。その後、
下部段ボール材３０と上部段ボール材６０との間に１つ又は複数のバンド部材７０を掛け
て緊縛し、固定すれば室外機１５０の梱包作業が終了する。なお、ここで説明した梱包作
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業の順番は一例であり、各工程の順番が入れ替わってもよい。
【００５６】
　図１８は、本発明の実施の形態２に係る梱包装置２００において、右下部緩衝材１０及
び左下部緩衝材２０と、室外機１５０の脚部１５４との関係を示す斜視図である。図１９
は、図１８の脚部１５４を拡大したＣ２部の拡大図である。図１８及び図１９を用いて、
梱包装置２００における右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０と、室外機１５０の脚部
１５４との関係について更に説明する。
【００５７】
　脚部１５４は、凹部１２０Ａを構成する対向する溝面部１２４の間に配置されている。
脚部１５４を構成する支持部１５４ａ及び固定部１５４ｂの下方には、右下部緩衝材１０
及び左下部緩衝材２０が配置されている。より詳細には、脚部１５４は、支持部１５４ａ
が上段部１２１に載置される。また、脚部１５４は、支持部１５４ａが上段部１２１に載
置されている場合に、固定部１５４ｂは、下段部１２２の上方に配置されている。すなわ
ち、下段部１２２は、凹部１２０Ａに室外機１５０の脚部１５４が配置された場合に、脚
部１５４の先端部となる固定部１５４ｂの下方に位置している。脚部１５４が右下部緩衝
材１０及び左下部緩衝材２０に取り付けられた場合に、固定部１５４ｂと下段部１２２と
の間には切欠部１３０が形成されており、固定部１５４ｂと下段部１２２との間には空間
ＳＰが形成されている。
【００５８】
（梱包装置２００の作用効果）
　図２０は、本発明の実施の形態１に係る梱包装置１００の図９のＤ－Ｄ線概略断面図で
ある。図２１は、本発明の実施の形態２に係る梱包装置２００の図１７のＥ－Ｅ線概略断
面図である。図２２は、図２０における梱包装置１００の落下時の概略断面図である。図
２３は、図２１における梱包装置２００の落下時の概略断面図である。図２０～図２２を
用いて、本発明の実施の形態１に係る梱包装置１００との比較において、本発明の実施の
形態２に係る梱包装置２００の作用効果について説明する。なお、左下部緩衝材２０と脚
部１５４との関係は、右下部緩衝材１０と脚部１５４との関係と同じであるため、以下の
説明では、右下部緩衝材１０と脚部１５４との関係を説明することで、左下部緩衝材２０
と脚部１５４との関係の説明を省略する。
【００５９】
　図２０に示すように、梱包装置１００は、脚部１５４の全体が右下部緩衝材１０の上段
部１２１に載置される。すなわち、脚部１５４の支持部１５４ａ及び固定部１５４ｂは、
上段部１２１の上段面部１２１ａと当接する。これに対し、図２１に示すように、梱包装
置２００は、脚部１５４の一部が右下部緩衝材１０の上段部１２１に載置される。具体的
には、室外機１５０が右下部緩衝材１０に載置された状態で、脚部１５４の支持部１５４
ａが右下部緩衝材１０の上段部１２１に載置されて、上段部１２１の上段面部１２１ａと
当接する。また、梱包装置２００は、脚部１５４の固定部１５４ｂの下方には下段部１２
２が配置されているが、固定部１５４ｂと下段面部１２２ａとは当接せず、脚部１５４の
固定部１５４ｂと下段部１２２の下段面部１２２ａとの間には空間ＳＰが形成されている
。すなわち、脚部１５４が右下部緩衝材１０に載置されると、脚部１５４の固定部１５４
ｂは、下段部１２２の下段面部１２２ａとの間に空間ＳＰを空けて下段部１２２の上方に
配置される。
【００６０】
　図２１に示すように、室外機１５０の脚部１５４が、室外機１５０の筐体１５５に取り
付けられる長尺状の支持部１５４ａと、支持部１５４ａの先端部に設けられ支持部１５４
ａよりも厚さが薄い固定部１５４ｂとを有すると仮定する。この場合、梱包装置２００は
、上段面部１２１ａと下段面部１２２ａとの間の段差を形成する段差部１２３が、支持部
１５４ａの下方に配置されるように形成されている。
【００６１】
　図２２に示すように、梱包装置１００は、脚部１５４の先端部となる固定部１５４ｂの
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下方に当接して右下部緩衝材１０が存在すると、室外機１５０を梱包した梱包装置１００
の落下時に脚部１５４が右下部緩衝材１０に押されて、先端が変形してしまう懸念がある
。これに対し、梱包装置２００は、下段部１２２が、凹部１２０の延びる方向の両端部に
形成されており、上段部１２１が、両端部に形成された下段部１２２の間に形成されてい
る。そして、上段部１２１の底面から上面までの距離Ｔｔは、下段部１２２の底面から上
面までの距離Ｔｂよりも大きい。そのため、室外機１５０が右下部緩衝材１０に載置され
た状態では、上段部１２１は、室外機１５０の脚部１５４と当接し、下段部１２２は、室
外機１５０の脚部１５４の先端部となる固定部１５４ｂとの間に空間ＳＰを形成する。す
なわち、梱包装置２００は、図２３に示すように、脚部１５４の先端部となる固定部１５
４ｂと、固定部１５４ｂの下方に位置する右下部緩衝材１０との間に空間ＳＰが形成され
ている。そのため、室外機１５０を梱包した梱包装置２００の落下時にこの空間ＳＰを埋
めるように右下部緩衝材１０が変形する。そのため、梱包装置２００は、室外機１５０を
梱包した梱包装置２００の落下時に右下部緩衝材１０が変形しても、脚部１５４が右下部
緩衝材１０に押されて、脚部１５４の先端部である固定部１５４ｂが変形することを防止
することができる。
【００６２】
　また、下段部１２２は、室外機１５０が右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０に載置
された状態で、脚部１５４の先端部に位置する固定部１５４ｂの下方に配置されている。
そのため、梱包装置２００は、バンド部材７０が室外機１５０の脚部１５４の外側の位置
にかかったとしても、右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０の下段部１２２が下部段ボ
ール材３０越しにバンド部材７０を受けることができる。その結果、梱包装置２００は、
バンド部材７０が室外機１５０の脚部１５４の外側の位置にかかったとしても、下部段ボ
ール材３０を破損させることはない。すなわち、梱包装置２００は、上記構成を有するこ
とで、バンド部材７０から下部段ボール材３０の破損を防ぐために、バンド部材７０の位
置を移動させる必要がなく、また、バンド部材７０の締める強さを変える必要もない。
【００６３】
　また、梱包装置２００は、上段面部１２１ａと下段面部１２２ａとの間の段差を形成す
る段差部１２３が、支持部１５４ａの下方に配置されるように形成されている。脚部１５
４の固定部１５４ｂが、脚部１５４の支持部１５４ａよりも厚さが薄い場合に、固定部１
５４ｂに力が加わると、脚部１５４は、梃子の原理で、支持部１５４ａと固定部１５４ｂ
との境界となる境界部１５４ｅを基点に曲がりやすくなる。段差部１２３が、支持部１５
４ａの下方に配置されるように形成されていることで、固定部１５４ｂは右下部緩衝材１
０及び左下部緩衝材２０と当接しない。そのため、室外機１５０を梱包した梱包装置２０
０の落下時に、右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０が変形しても、脚部１５４が右下
部緩衝材１０に押されて、脚部１５４の先端部である固定部１５４ｂが変形することを防
止することができる。
【００６４】
　本発明の実施の形態は上記実施の形態に限定されない。例えば、梱包装置１００及び梱
包装置２００において、右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０は別体として構成されて
いるが、梱包装置１００において、右下部緩衝材１０及び左下部緩衝材２０は一体として
１つの下部緩衝材として構成されてもよい。
【符号の説明】
【００６５】
　１０　右下部緩衝材、１１ａ　上面部、１１ｂ　底面部、１１ｃ　側面部、１１ｄ　外
側面部、１１ｅ　内側面部、２０　左下部緩衝材、２１ａ　上面部、２１ｂ　底面部、２
１ｃ　側面部、２１ｄ　外側面部、２１ｅ　内側面部、３０　下部段ボール材、３１　底
板部、３２　長辺側壁部、３２ａ　第１側壁部、３２ｂ　第２側壁部、３３　短辺側壁部
、３３ａ　第３側壁部、３３ｂ　第４側壁部、４０　上部緩衝材、４１　切り欠き部、５
０　上部緩衝材、５１　切り欠き部、６０　上部段ボール材、６１　天板部、６２　長辺
側壁部、６３　短辺側壁部、７０　バンド部材、８０　背面梱包材、１００　梱包装置、
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１２０　凹部、１２０Ａ　凹部、１２１　上段部、１２１ａ　上段面部、１２１ａ１　延
長面、１２２　下段部、１２２ａ　下段面部、１２３　段差部、１２４　溝面部、１３０
　切欠部、１５０　室外機、１５１　底部、１５２　天面部、１５３　側壁部、１５３ａ
　開口部、１５４　脚部、１５４ａ　支持部、１５４ｂ　固定部、１５４ｅ　境界部、１
５５　筐体、１５６　ファンガード、１５８　吹出口、１８０　熱交換器、２００　梱包
装置。

【図１】 【図２】
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【図９】 【図１０】
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【図１３】
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【図１７】
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【図１９】 【図２０】

【図２１】 【図２２】
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【図２３】

【手続補正書】
【提出日】令和3年1月6日(2021.1.6)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００６】
　本発明の室外機の梱包装置は、冷凍サイクル装置を構成する室外機の梱包装置であって
、室外機が載置される下部緩衝材と、下部緩衝材の側面と底面とを覆い、外側に掛けられ
るバンド部材によって室外機が載置された下部緩衝材を覆う状態が維持される下部段ボー
ル材と、を備え、下部緩衝材には、溝状の凹部が形成されており、室外機が下部緩衝材に
載置された状態で、室外機の脚部が凹部内に配置され、下部緩衝材は、室外機が下部緩衝
材に載置された状態で、脚部の下方に配置されており、凹部内において、下部緩衝材の底
面から上面まで第１距離を有する下段部と、凹部内において、下部緩衝材の底面から上面
まで第１距離よりも大きい第２距離を有する上段部と、を有し、下段部は、凹部の延びる
方向の両端部に形成されており、上段部は、両端部に形成された下段部の間に形成されて
おり、室外機が下部緩衝材に載置された状態で、上段部は、脚部と当接し、下段部は、脚
部の先端部との間に空間を形成するものである。
【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
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【請求項１】
　冷凍サイクル装置を構成する室外機の梱包装置であって、
　室外機が載置される下部緩衝材と、
　前記下部緩衝材の側面と底面とを覆い、外側に掛けられるバンド部材によって室外機が
載置された前記下部緩衝材を覆う状態が維持される下部段ボール材と、
を備え、
　前記下部緩衝材には、
　溝状の凹部が形成されており、
　室外機が前記下部緩衝材に載置された状態で、室外機の脚部が前記凹部内に配置され、
　前記下部緩衝材は、
　室外機が前記下部緩衝材に載置された状態で、前記脚部の下方に配置されており、
　前記凹部内において、前記下部緩衝材の底面から上面まで第１距離を有する下段部と、
　前記凹部内において、前記下部緩衝材の底面から上面まで前記第１距離よりも大きい第
２距離を有する上段部と、
を有し、
　前記下段部は、
　前記凹部の延びる方向の両端部に形成されており、
　前記上段部は、
　両端部に形成された前記下段部の間に形成されており、
　室外機が前記下部緩衝材に載置された状態で、
　前記上段部は、前記脚部と当接し、
　前記下段部は、前記脚部の先端部との間に空間を形成する室外機の梱包装置。
【請求項２】
　前記下部緩衝材は、
　前記上段部の上面を構成する上段面部と、
　前記下段部の上面を構成する下段面部と、
を有し、
　前記脚部が室外機の筐体に取り付けられる長尺状の支持部と、前記支持部の先端部に設
けられた固定部とを有する場合に、
　前記上段面部と前記下段面部との間の段差を形成する段差部が、前記支持部の下方に配
置されるように形成されている請求項１に記載の室外機の梱包装置。
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（注）この公表は、国際事務局（ＷＩＰＯ）により国際公開された公報を基に作成したものである。なおこの公表に
係る日本語特許出願（日本語実用新案登録出願）の国際公開の効果は、特許法第１８４条の１０第１項(実用新案法 
第４８条の１３第２項）により生ずるものであり、本掲載とは関係ありません。
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